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1.市 場経済秩序の形成 と地域主義
世界経済はいま,大 きな曲り角に立っている。経済のグローバル化 と相
互依存関係の増す中で,リ ージョナ リゼーションの動きが顕著になってき
たからである。この語は直訳すれぽ 「地域化」という意味になるが,要 す
るに地域経済の有機的な結合つまり,統 合化を表わす言葉である。 リージ
ョナ リゼーショ、ンは各国の経済活動が拡大,深 化する過程での1つ の発展
段階とみられ,も しそ うであるなら事更に強調することはない の で あ る
が,問 題は,近 年,西 ヨーロッパや米国,更 には東 ・東南アジアまで リー
ジ ョナ リゼーションからリージョナ リズム(地 域主義)の 方向に走 り出そ
うとしていることである。
地域統合と地域主義の違いは,前 者が,市 場経済とい う枠組の中で,あ
る地域内の経済が相互に浸透度を増 し,実 質的な経済統合体を形成しつつ
ある状態を指すものであるのに対し,後 者は,地 域内の経済が共通の政策
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や制度を設定することにより,域 内の相互依存関係の強化 と共通の利益を
狙 うものであるとい う点にある。従って地域美義は時に排御酌であ りうる
が,地 域化ない し統合化の過程では,こ れを推進する原動力が市場 メカニ
ズムであるために,少 な くとも論理的には このような ことは起 こ りえな
い。
現在,世 界経済には2つ の大きな潮流,す なわちグローバル化とい う世
界的規模での貿易や投資の自由化を指向する動 きと,上 に述べた地域経済
統合化の動 きがある訳であるがω,地 域経済が地域主義の様相を深めれば
再び1930年 代のような世界経済の縮小と経済のブロック化(2)を招来しない
とも限 らない。世界経済の縮小均衡を回避 し,発 展のための安定したメカ
ニズムとルールとを確立するために,ま すます統合化の進む地域経済は如
何なる役割を担い,世 界経済の中でどう位置づけられねぽならないのであ
ろ うか。本稿は主に,ア ジア太平洋地域と,こ こに深 く関わってきた 日本
と米国の在るべき姿を探 りながらこの問題に迫ろ うとするものである。
本論に還ろ う。いま上で,世 界経済 の大 きな流れはグローバル化にあ
り,相 互依存の強まった結果地域経済の統合化が進んだ と述べたが,こ の
ことは,か つて国民経済が形成される時のことを想起す ると分か り易い。
すなわち,国 民経済が形成 される過程 では,遠 隔地であると否 とを問わ
ず,先 ず発展 した地域(都 市)の 間で交易が始ま り,そ れらの地域が自ら
発展を遂げなが ら近隣地域をその経済圏に捲き込み,そ の捲 き込まれた地
域 も発展した地域の恩恵を受ける形でより大きな経 済圏を形成 していっ
た。そ して,こ の云わば地方経済圏がいくつか集まり,よ り有機的な関係
を深めながら国民経済は形成 された。動因は市場メカニズムである。市場
経済が地方 と地方を結びつけ,や がて1つ の国民経済体系を産み出したの
である。これとち ょうど同じことがいま国境を越えて起っている,こ れが
世界経済における地域経済統合化の動きであると云えるのではないだろう
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か。先ず発展 した国民経済の間で貿易が始ま り,そ の近隣の国々も発展し
た国の恩恵を受けて自ら経済発展を遂げ,1つ の経済圏が形成される。
ヨーロッパは今 日で云 う有名大都市を中心にいくつかの地方経済圏を形
成 し,南 部の地中海地方と北部,ド イツ地方との交通と交易が盛行するこ
とによって一層大きな経済圏として登場したのである。従って,地 域経済
圏としての統合を,EEC(EC)と いう制度的枠組で括る相当以前 に 達成
していた と考 え られ る。もちろん,こ のECと 比べるとNAFTAに お
ける米 ・加 とメキシコの間には相当の経済格差が存在し,ま た,ア ジアに
おいても日本 とそれ以外の国々の間には,経 済規模と発展段階に相当大き
な開きがある。だが,こ れら経済圏形成の原理も大体上に述べた説明で理
解できるように思 う。国民経済の形成過程で地方経済圏同士を結びつけた
のは市場 メカニズムであったと述べたが,し かしそ うは云っても世界経済
においては,各 国民経済は地域的な結びつきと相互依存関係を深めながら
もかな り個性的に存在している。従って,地 域経済としての,あ るいは統
合体としての機能強化を狙って無理に共通の政策や制度的枠組を設定しよ
うとすると,発 展段階の異なる国の間に色々問題を生ぜ しめ ることにな
る。各国民経済の間に有機的な,あ るいは,必 然的な経済関係が生まれて
こなければ地域経済は成立 しないし,統 合化も進まないのである。世界経
済が発展 したのは,実 に国民経済間同士,国 民経済と地域経済の間,地 域
経済と世界経済の間で市場経済システムが上手 く機能 したか らであると考
えられる。市場経済が基本的に持っているそのオープン(開 放的)な シス
テムが世界経済の発展を促 したのである。 この点を考えると,現 代の統合
化された地域経済は本来的に外に開かれた性格をもつものであると云えよ
う。
それでは第2次 大戦の引き金ともなった1930年 代の保護主義的な経済ブ
ロック化の動きや経済ナショナ リズムの台頭はどのように理解されるので
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あろうか。我 々の概念を用いて一言で表現す るなら,国 民経済間が,あ る
いは,地 域経済問が,更 には又,国 民経済か ら地域経済へ,地 域経済から
世界経済へと到る統合過程が閉鎖的であり,そ れぞれの間の関係が非連続
的であるということである。 この点,こ れまで述べてきた現代の地域経済
統合化の過程と極めて対象的である。現代の統合化の過程が,地 域経済に
おけ る相互浸透の深まった結果進行しているのに対し,30年 代のそれは往
々にして,宗 主国経済又は発展した中心部を補強するものとしての云わば
植民地体制ないしは植民地型の経済編成がなされていたからである。この
ようなシステムのもとでは,各 植民地と宗主国 ・中心地域との間では相互
依存的であるが,植 民地間の経済関係が希薄である。また,本 来的に ブロ
ック化が域内の経済利益を保護し他地域のそれを排除しようとするもので
あったから閉鎖的にならざるをえず,世 界経済の崩壊へと導いていったの
である。戦闘期の地域主義は,地 域経済統合 の誤れ る姿 である と云えよ
う。
しか し,地 域主義は戦後も生き残った。 というよりも,地 域主義は世界
経済の底流に常にあ う,歴 史の断面において表に現われた り,裏 に引下が
った りしてきたのだと理解するほうが正確かもしれない。戦後現われた地
域主義の考えには勿論,戦 前の反省のうえに,2つ の役割が期待されてい
ると云われている。1つ は,戦 後創設された国際連合において,地 域の安
全保障や平和を維持 してゆくのには地域での協力が不可欠と考え られたか
らである。米 ・ソの対立を軸 として,各 地域には,そ の軍事協力面も含め
て地域協力機構が創設され,地 域内の相互安全保障条約や米国,旧 ソ連そ
れぞれとの協力関係が結ぼれるなど,地 域を廻って2重3重 の網の目が被
せられた。もうひとつは,戦 勝国であった当時の大国,英 ・米が英帝国特
恵地域,中 南米地域への経済権益を主張し,戦 後,自 由貿易の推進を目的
に設立されたGATTの 中に例外 として認められたことである。また,こ
334(846)
世界経済秩序の模索と地域主義
のGATTの 成立とともに,そ の一方で当時の先進諸国を中心に,経 済統
合の進展は究極的に世界貿易の拡大 に資す る とい う考えが広まっていっ
た。もちろん,こ のような考えが支持を得てゆ く背景にEEC(EC)の 成
立と,そ の後の世界貿易拡大への貢献があったことは明らかである。
この,1958年 に創設されたEECの 成功に刺激されたのか,そ の後,い
くつかの地域協力機構が生れている。EECに 沿 う形で発足 した英 ・懊 ・
スイスと北欧3国 によるヨーロッパ自由貿易連合(EFTA)や,戦 後間 も
な く旧ソ連を中心として東欧社会主義圏の域内分業と経済発展を 目的に結
成された経済相互援助会議(COMECON)な どである。また60年 代に入 る
と発展途上地域で,主 として輸入代替の推進と狭隆な国内市場の克服 とい
う目的から地域統合が進められた。ブラジル,メ キシコ,ア ルゼンチンを
始めとする中南米9ケ 国によるラテン・アメリカ自由貿易連合,ア ンデス
5ケ 国によるアンデス共同市場(ANCOM),更 には,政 治的色彩が濃 く,
これらとは質的にやや異なる東南アジア諸国連合(ASEAN)な どである。
こうした動きに続けとぽか りアフリカや,そ してその後歯アジアでも協力
機構が発足している。数多 く設立された地域協力機構の中には,域 内の経
済発展にともない近年になって活動が盛んになったものや,未 だ休眠に近
いものも少な くない。
戦後の世界経済はグローバル化の一方で,そ の中に,上 に述べた ような
地域経済統合の動 きを取込みながら運営されてきた。しかし,そ の運営の
主体 となったのは欧米を中心とする先進諸国であ り,後 に,急 速な勢いで
世界経済に登場した日本であった。これ ら日・米 ・欧(殊 に旧西独)3地
域を中心に営 まれ る世界経済を3極 通商体制と呼ぶことがあるが,こ の呼
び方の当否は別にして,戦 後の世界経済が,先 進諸国を中心に,発 展 しつ
つある途上地域をその中に組み込む形で一・種の市場経済秩序 とも云 うべ
き,比 較的安定 したシステムを形成 してきたことは確かである。しかしこ
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の過程で全 く問題がなかった訳ではない。大きなものに限定すれぽ,先 に
ふれた社会主義圏の問題や1970年 代頂点に達した観のある南北問題などで
ある。この他,将 来も見通して挙げれば,米 国の相対的な経済力の低下と
その影響,ド ル国際通貨体制,途 上国,殊 にアジア成長セ ンターの問題
国際環境問題,人 口,資 源,そ して地域主義の行方……と,き りはない。
これ らの問題が世界経済の将来に大きな影響をもつことは誰の目にも明ら
かである。問題の解決を図るのに様々な調整や協議が行なわれることにな
るが,そ の際重要なことは,調 整にともな う広義のコス トをいかに極小化
し,安 定的なシステムを創出することができるかとい うことである。結論
を先取 りして云えば,市 場経済を否定した り,又,そ れか ら大きく逸脱す
るような機構や考え方は矢張 り,安 定 したシステム作 りには貢献 しなかっ
たとい うことである。社会主義崩壊の大きな要因のひ とつは市場経済を否
定 したその経済システムにあった し,ま た,70年 代に最高潮に達 した,途
上国による 「新国際経済秩序」の樹立要求も,あ る意味では,先 進国を中
心 とした世界経済秩序の変更 と市場経済の機能そのものの変更を求めるも
のであったのである。そこで,こ の2つ の問題をもう少 し詳 しく取上げて
みたい。先にも指摘 したように,COMECONは 旧ソ連を中心 とする社会
主義圏の地域経済統合の問題 と考えられるし,先 進国による新国際経済秩
序(NIEO)の 樹立要求 も,発 展途上地域としての結束を提子に自らの要求
を貫徹 しようとした という意味で地域主義的な側面をもつからである。
社会主義が何故崩壊の途を辿ったのか。今日では様 々なことが指摘され
ている。数ある指摘の中で,社 会主義の経済システムである計画経済が世
界経済のグローバル化に上手 く対応 しえなかった とい う議論は重要であ
る。計画経済は理論的には確かにある程度は実施可能であるし,1国 内で
は場合によっては,市 場経済 よりも経済合理性の追求が容易であるかもし
れない。 しかしどこまでも自給 自足を貫けるものではない。社会主義国が
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理想としたのは,世 界中央計画機関が世界経済の統制 と調整に当た り,そ
の標榜する国際主義を世界に拡大 していくことにあった。 しかし,こ れは
現実には不可能であった。 コメコンという地域経済協力機構を創設したも
のの,域 内各国 とも,ま た,対 世界経済においても調整 メカニズムは有効
に働かなかったのである。このように社会主義経済の国際化は,そ の経済
システムである計画経済が上手く対応 しえないことで失敗に帰したが,自
由主義経済の国々は市場経済のメカニズムを活かす ことでこの問題に対応
してきた。そして,そ れはかな り成功 していると断言することができる。
自由主義経済圏の繁栄がそのことを物語っていると云えよう。従って,こ
の社会主義圏の問題 と1930年代の教訓を忘れなけれぽ,市 場経済に基礎を
お く新たな形での世界経済システムの到来を期待することは充分可能であ
る。
第2は,「 新国際経済秩序」についてである。 この問題は,先 述のよう
に70年代にその最高潮を迎え,現 在は,南 北双方がより冷静に対応しよう
としていること,ま たできる範囲内でいくつかの問題が進展をみせたとい
う意味では既に過去のことと云えるかもしれない。 しかし,市 場経済シス
テムと 「政治」 という構図でみると極めて重要な問題である。ここでは,
経済の面だけに限定 しよう。
新国際経済秩序の経済的意味は端的に云えば,世 界経済の根底をなす市
場経済に一種の計画性を持込み,先 進国との間で,経 済的利益とい うパイ
の分配の在 り方を再調整 しようとするものであった。従ってそれは何 らか
の形で存在した市場経済秩序に変更を迫るものであったし,最 良とは云わ
ないまでも,効 率的であると信じていた先進諸国にとっては,途 上国の要
求は,効 率性を損い,経 済的利益を失うかもしれない主張であるとして到
底受入れがたいものであった。例えば,そ の後,1次 産品総合プログラム
とい う形で成果をみた,1次 産品の価格 ・所得安定化問題を取上げよう。
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このように何らかの措置を講ずること自体,既 に厳密な意味で市場経済へ
の介入であるが,そ れはともか く,こ の種の問題はどれ程の資金が投入さ
れれぽ所得が安定するのか不確かであるし,所 得の安定が何を指すのかも
ハッキ リしない。 もし制度的に価格を高めに設定しえたとしても,理 論が
教えるほど素早 く供給がこれに反応す る とは限 らないであろ う。とすれ
ぽ,そ れだけ所得への影響は減殺されてしまう。 また,世 界経済が好況の
ときにはこの価格の下でも一定の需要は期待できるであろ うが,不 況期に
は,需 要が減退 し,所 得補填のための資金が底をつき,制 度そのものが破
綻するとい うことがないとは云えない。過去において,こ のようなケース
は数多く生じているのである。
石油危機 も同様に云えるのではないか。確かに,石 油収入を増加させる
という意味では成功であったし,ま た,資 源の重要性に対する注意を全世
界に喚起 し,節 約への気運を盛上げたとい う点では非難されるに当たらな
いであろ う。 ところが,特 に第1次 石油危機の後,巨 額の石油収入を得た
産油国は軍備の拡張に走 りりその相当部分が例えばイラン ・イラク戦争 と
い う形で費消されてしまった。武器を輸出する国の問題も含めて,こ のこ
とがその後,中 東の不安定化を増幅させたことを忘れてはならない。第1
次石油危機の前,石 油価格が資源配分からみて相当低かったことは認める
に しても,第2次 危機以降,石 油価格は低下を続け,産 油国に逆オイル ・シ
ョックをもたらしたことは,市 場の実勢とかけ離れた価格の設定が産油国
自身のみならず,そ の後長いこと世界経済に無用の混乱を引起こした。こ
の石油危機の問題も含め,途 上国の云わぽ力による国際秩序転換の目論見
はこのようにして,世 界経済秩序 と呼べるほどの安定 したメカニズムとル'
一ルを構築することはできなかった。呉 々も注意 しなけれぽな らないの
は,そ うした安定したメカニズムを創 り出せなかったのは途上国の結束と
政治力が弱かったからということでない点である。
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さて,以 上のように理解すると,市 場経済の ダイナ ミズムを地域経済が
その統合化過程でどこまで活か しきれるかがその成否を決する重要な問題
となる。アジア太平洋地域ではいま,開 かれた地域主義を標榜 し,地 域の
ダイナ ミズムを確保 してゆこうという議論がある一方で,一 部に,市 場経
済のダイナ ミズムを否定する訳ではないが,地 域内の緩やかな国々のつな
が りを拒否 し,制 度的な枠組を嵌め,地 域 としてのまとまりを強化しよう
との考えが浮上 している。果 してこのような考えは,ア ジア諸国と,こ の
地域に深 く関わってきた 日 ・米にとって,そ して世界経済にとって有益な
対応の在 り方 となるのであろ うか。先ず,現 状 と問題点を整理 してお こ
う。
2.ア ジアにおける経済統合の現状と問題点
東南アジアには,こ の地域の本格的な地域協力 を担 う機 構として1967
年,ASEAN(東 南アジア諸国連合)が 設立されている。ASEANは その
設立宣言(バ ンコク宣言)の 中で,東 南アジア地域の政治,経 済両面にわ
たる協力を謳っているが,冷 戦の時代にあっては,反 共同盟的な性格から
主に政治軍事的側面での協力が強調され,経 済面でのそれはどちらかと云
えば軽視された。しかし,冷 戦が終結し東南アジア,西 太平洋における自
由主義の砦として位置づけ られてきたASEANを めぐる環境は 大きく変
った。
カンボジア和平の成立 とその復興援助計画,ベ トナム経済の再建計画,
ラオス経済の自由化計画など,イ ン ドシナ半島での経済協力が本格化する
中で,過 去ASEANに 向かっていた国際的資金の流れは,こ れ らの国h
とロシア,東 欧諸国,そ して経済成長著 しい中国にと向かい始めている。
もはや曽てのように,例 えば,特 恵貿易協定で,自 国とは余 り関係のない
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品目リス トを提出し国内産業を保護するとか,あ るいは,工 業化共同プロ
ジェク トにおいて,設 立工業を廻 り対立を繰 り返すなどといった加盟各国
間の非協力的な態度は許されなくなってきた。ASEANは い ま改 めて本
格的な域内協力の途を,そ の域外地域との協力も含めて模索せざるを得な
くなっている。 このような 背景のもとに1993年1月 にスター トしたのが
AFTA(ア セアン自由貿易地域)構 想であった。
AFTAは,後 にふれるマ・・ティール構想が余 りにアジア中心の,ブ ロ
ック的に過ぎるとして米国のみならず域内からも反対を受け,そ れに代る
ものとして,タ イが提案 し92年1月 の首脳会議で決定された。この時採択
された 「シンガポール宣言」は,先 進国のブロック化に懸念を示す ととも
に,域 内の集団利益を守ることを謳っている。また,APEC,EAECと の
協力関係について,APECは アジア太平洋地域の多角的な協力と経済成長
を維持 してい くうえで重要であると積極的な認識を示 しているが,EAEC
については,東 アジアの経済問題を話 し合 うために必要 と述べるに止めて
いる。
AFTAは,加 盟国間で関税を引下げ,又 は撤廃す る一方で,域 外国に
対 しては,各 国が独 自に関税を賦課することのできる域内自由貿易の推進
をめざす経済協力機構である。発足か ら15年をかけて完成を目指 している
が,そ の主な推進手段は共通効果特恵関税(CEPT)の 導入である。骨格
のみを示す と,(1)15年 以内に全対象品目の関税を0～5%に 削減する,(2)
対象品 目は工業製品,資 本財,農 産加工品とし,農 産物は適用外 とす る,
(3原産地比率について,原 産地が複数国に股がっていても,域 内での付加
価値が40%以 上であれぽASEAN製 品と認定,(4)特 定国の特定製品 ・特
定産業に深刻な影響や,急 激な外貨準備の減少など何 らかの支障の生じた
場合,特 恵措置を一時停止す ることができるうなどである。なお,94年9
月のAFTA評 議会で,こ れ らの内容の うち,関 税率0～5%に 引下げる
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時期を西暦2008年 としていたものを2003年 に,ま た,適 用除外 としていた
農産物を関税引下げの対象に繰入れるなど,多 少の手直 しがなされたω。
ASEANがAFTAを 発足させたのは,域 内産業の対外競争力 を 強化
し,ASEANへ の直接投資を呼び込むためである,そ し て その背景とし
て,華 南地域やイン ドシナ半島,ロ シア ・東欧圏,そ して中国など,資 金
需要の面で強力なASEANの ライバルが 登場 してきたことであると述べ
た。これに加えて,NAFTAの 成立もASEANの 不安材料である。米国
系企業や日系企業,そ してNIES系 企業までも生産拠点を,ほ ぼ 発展段
階の同じメキシコに移転 させるのではないかと考えられ るからである。も
ちろん,米 国市場が主な狙い目である。ASEAN諸 国はいま,1つ の曲 り
角に差 しかかっている。経済成長の結果,イ ンフラの供給や人材の育成が
追いつかず,ま た市場の点でも既に限界が出てきている。こうした工業化
の限界を克服し,再 活性化するためにもAFTAは 必要であった。直接投
資を促 し,こ れを挺子に,域 内の分業関係を見直し相互の補完性を再構築
することによって,効 率性やスケール ・メリットの実現を図ってゆきたい
とのねらいがある。
この構想が成功し期待した成果が得 られ るか は,ASEAN各 国が どの
ように主体的に取組むかにかかっていることは申すまでもない。が,心 配
な点もないではない。 とい うのは,依 然 としてASEAN内 部に発展段階
の差があることや,既 に各国か ら特恵除外品 目が多数提出され,先 に述べ
たのと同様,利 害対立丸出しとも受取れる姿勢が見 え隠れす るか らであ
る。 ともあれ,94年9月 のAFTA評 議会では,各 国が8年 の期限付きで
定めた千余 りの暫定除外品目を,95年1月 から5年 をかけて年間20%ず つ
適用品 目に繰入れることで合意 した。AFTAを 看板倒れに終 らせないた
めにいま一番必要なのは各国首脳の強い政治的決断力ではないだろうか。
AFTAは 発足からまだ日が浅い。 我々が,ア ジア経済圏の出現とかアジ
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アの地域主義という場合,そ れは しば しぼEUやNAFTAに 対置 しう
るもの として考えている。しかし,経 済規模か らしても,ま た,経 済の発
展段階か らしてもそれ らとは大きな隔 りがある。経済規模だけか らす るな
ら,例 えばNAFTAの 場合,人 口3億6千 万,GNP6兆2千 万 ドル,
これに対し,AFTAは 人口3億3千 万ながらGNPは3千3君 徳 ドル,
日本の約10分 の1で ある。これでは全 く比較にならない。アジア経済圏を
地理的に規定 した場合それは明らかに,APEC経 済圏の うち,米 国が問
題だとして批判しているNAFTA3ケ 国を除いた地域,す なわち,未 だ
構想段階にある,東 アジア全体を包括するEAECで 考えられている地域
であると云えよう。だとすれば,AFTAが まだ極めて規模が小 さ く,発
展段階からしてもEUやNAETAと は比較できないこと,EAECが 正
式に発足していない ことなどから して,厳 密に云 うと,EUやNAFTA
に比較しうるものとしてのアジアの地域主義とい う表現はかなり観念的な
ものである。この点を我々は抑えてお く必要があるであろう。
APECとEAECの 問題 に移 ろ う。APEC(ア.ジア太平洋経済協力会
議)は1989年11,月,当 時のオース トラリア首相 ・ホークの呼び掛けで第1
回会議がキャンベラで開催された。その設立趣旨に,開 かれた地域協力の
実現と活力ある経済地域の創出を謳っている。 この第1回 会議に参加した
のはASEAN6ケ 国 と日本,韓 国,開 催国のオース トラリア,ニ ュージ
ーランド,米 国,カ ナダの計12ケ 国であった。91年 の会議からは,中 国,
台湾,香 港の云わゆる3つ の中国が加わ り,93年 のシアトル会議では更に
メキシコが参加している。現在加盟中の国に今後加盟すると考えられ るパ
プア ・ニューギニア,チ リ等を含めると環太平洋に広大な経済圏が出現す
ることになる。
APECが 創設された背景には,EC統 合の進展や米加自由貿易協定の成
立など,世 界経済が地域主義的な様相 を深めてい ることに対する東アジ
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ア,西 太洋諸国の不安があった。世界経済のこのような潮流に対し,共 通
の利害を有するこれ らの国が協議 と発言の場を確保 し,地 域の経済協力を
推進,ブ ロック化に備えよ うとして設立したのがAPECで ある。当時,
進展の見えなかったガット交渉を側面から支援 しようとい うのも目的のひ
とつであった。`なお,ホ ーク首相の考えには初め,米 国を参加させる意志
はなかったと云われる。
云 うまでもないことであるが,こ のAPEC構 想は突如出現したもので
はない。アジア太平洋における過去20年,30年 にわたる経済や学術,文 化
など,民 間の交流を中心に,云 わば然るべ くして成立したものである。従
って政策統合的な色彩の濃いEC(EU)やNAFTAと は質的 にやや異
なると云えよう。この民間の努力 と実績を,各 国の政府が公的ベースで支
援 しようとい うのがその基本的性格である。それ故,活 動は比較的地味で
あるけれども,特 に東アジアにおいて中国が参加していることは,香 港や
台湾と同じ土俵で定期的に話し合 う機会をもつとい う意味で,こ の地域の
政治的安定にもプラスになるのではないかと考えられるのである。
APECは 現在シンガポールに事務局をもち,年1回 開催され る閣僚会
議 と,数 回開かれ る事務レベル会議及び,貿 易 ・投資の統計整備や技術移
転,人 材の育成,海 洋資源の問題などを実務レベルで扱 う10の常設作業部
会か ら構成されている。だが,APECを 単なる協議の場として で な く,
ゆ くゆ くは,各 国の交渉機関,殊 にアジアとの交渉窓 口として強力に機能
をさせたいとい うのが米国の狙いである。 この辺 りも東アジアが警戒する
理由のひとつである。
EAEC構 想は,ア ジア諸国の相互依存 の高まりと,ガ ット・ウルグア
イラウン ドにおける自由化交渉が危ぶまれる中で,マ レージアのマハティ
ール首相によって1990年12月 提唱されたものである。は じめは 「東アジア
貿易ブロック」 と称したために,米 国のみならず身内からも批判を受け,
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後にEAEG(東 アジア経済グループ),EAEC(東 アジア経済協議体 ・
EastAsianEconomicCaucus)と その名を変えている。既に述べたよう
に,こ の構想は現在棚上げされ,こ れに代るものとして縮小 された形 で
AFTAが 発足 したが,マ ハティール首相は未だ創設に情勢をみせている。
創設されていない以上組織も対象国も未定であるが,現 在考えられている
のは,ASEAN6ケ 国と,日 本,韓 国,中 国,台 湾,香 港の計11ケ 国で,
将来は,こ れにベ トナム,ラ オス等が加わることが想定されている。いか
に開かれた地域協力を標榜しようとも,以 上の構成予定国をみる限 り,白
人外 しと受取られても仕方のない構成であることは明 らかである。
APECとEAECの 意義は共にそれがアジア太平洋諸国の側から提唱さ
れたとい う処にある。冷戦崩壊後の米国による一極支配への警戒や世界経
済のブロック化傾向に対する不安もその背景にあるが,明 らかにこのよう
な構想が浮上してきた最大の理由はアジア諸国の経済成長 と経済的相互依
存の高まりに求められる。 現在の成長ペースが続 くと,韓 国,台 湾 ・香
港 ・シンガポールのNIES諸 国に,シ ンガポールを除 くASEAN5ケ 国
及び中国を加えた2001年 のGDPは 大体世界の10%位 を占めると云われて
いる。そしてこれに日本のGDPを 足し合わせると世界の25%,26%位 を
占めることにな り,ほ ぼ現在の米国やECに 比肩しうる大きさとなる。け
れども,ア ジア諸国のダイナ ミズムはこの数字の大きさだけで説明できる
ものではない。85年 にはじまる円高か らの日本の政策転換がアジア諸国の
相互依存を一層促 したか らである。
すなわち,1985年 秋のプラザ合意によって円高に直面した日本は金融緩
和 と内需主導経済さの切替えを迫 られた。企業は,円 高のもとで製品や部
品の海外調達を進める一方で,海 外投資を増加させ,そ こでの生産を強化
せざるを得ない状況におかれた。 先ず日本からの投資によってNIES諸
国が 日本や米国への輸出を増大 させた。 しかし88年頃からは,韓 国や台湾
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にみ られる如 く,自 国の通貨高と賃金の高騰を招き,米 国からも輸出自主
規制を求められるなど,日 本 と同様に,輸 出主導的な経済体質を内需主導
に転換せざるを得ない状況に追い込 まれ た。 こうしてNIESは,今 度は
ASEANへ の投資を増加させることになったのである。この日本の政策転
換には じまる大 きな うね りは,日 本からNIESへ,そ してNIESか ら
ASEANへ,更 には,ASEANか ら中国 ・ベ トナムへと東アジアのほぼ
全体を捲込んでいった。 マハティール首相は日本から派生したこの大波の
ことを 「歴史的日本機会」 と表現したが,正 にそれは,こ の機会を捉えて
日本を先頭に,ア ジア諸国が次々に離陸 してゆ く雁の姿にたとえるのがふ
さわ しい。
このようにアジアはいま太いパイプというか,貿 易 と投資を通じた重層
的かつ有機的なネットワークで結ぼれているが,こ れを人のつなが りの面
で支えてきたのが華僑や華人の存在である。游仲勲氏によると,現 在世界
には東南アジアを中心に約3千 万の華僑 ・華人がお り,こ れに香港,台 湾
など中国系人を加えると5千5百 万にも達するとい う。注 目を浴びている
アジア諸国か ら中国への投資も,そ の担い手の相当部分がこれ ら華僑 ・華
人の企業家によるものであることは想像に難 くない。EUやNAFTAの
統合は政策的,意 図的に進められている処があると述べたが,こ の意味で
云 うならアジア諸国の経済圏形成,統 合化の過程は明らかにこれと性質を
異にするものである。何故なら,民 族を同じくする同胞としての意識が云
わぽ下か らのというか,目 に見えない処で自発的な統合を可能にしている
か らである。 マハティール首相がEAEC構 想の要 として日本と中国に期
待を寄せているのは,国 内の労使問題や人権問題で日本が うるさく云わな
いか らであり,中 国に対 しては米国にに らみ を きかせて欲しいからであ
る。つま り,日 本には経済的役割を,中 国には政治的役割をという訳であ
る。民族的きずなはやがて,貿 易や投資 といった経済的ベースでの協力だ
(857)345
政経論叢 第63巻第2・3号
けでなく,中 国の開放改革路線を一層促 し,政 治体制の変革にも必ず何 ら
かの影響をもつはずである。
この項のはじめで,AFTAの 成否は各国指導者の政治的決断にかか っ
ていると述べたが,一 般的に2国 間や隣国同士なら相対で取引や調整を行
なうことが可能であるから余 り利害が対立することはないと云えるであろ
う。 しかし,数 ケ国の利害を一度に,し かもいずれの国もが納得のゆ くよ
うに調整することは仲々難かしい。しかもその中にいわゆる大国が含まれ
ていれば尚更である。端的に云って,EAECの 結成に積極的 なマレーシ
アはASEANの 中で政治経済的に大きな存在である イン ドネシアに対し
ては,ベ トナムを加盟させることでこれに対抗しようとの考えを もってい
る。また,93年 のAPECシ ア トル会議でみ られたように,米 国がAPEC
機能強化に動いた とき,シ ンガポールがこれに賛成する姿勢を示すなど,
ASEAN内 部においても,微 妙な立場の違いをみせている。だが,ア ジア
太平洋経済圏の中で,あ るいは,ア ジアに対 して米国が主導権を握るのは
困るという点では一致している。けれ ども,ア ジアの結束軸をこの点だけ
に求めるのも如何であろ うか。
EAEC構 想が示されたとき,太 平洋を2分 するものとしてこれ に激 し
く反発 したのは米国であった。米国は80年 代に入って,ア ジア太平洋との
経済関係を深め,既 に大西洋 ・ヨーロッパ地域との貿易量を越えるに至っ
ている。米国経済を活性化し,冷 戦崩壊後の新たな枠組の中で新太平洋共
同体といったものを構築したい クリントン政権は,後 にふれるように,何
としても自らの構想の中にアジア地域 とその経済的繁栄の果実を取込みた
いと考えている。米国がAPECに おいて,志 とは異な り,事 を慎軍に進
めようとした り,EAEC構 想に理解を示すのはこのため で あ る。だが,
その米国は政策的な矛盾を抱えている。云 うまでもな く,自 らはNAFTA
のようなブロック的色彩のある経済圏を構想しながら他方で,環 太平洋の
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自由貿易は推進 しようと考えているか らである。確かに,米 国は,NAFTA
は世界に開かれていると公言はしている。しか し,果 してそ うであろ う
か。日米包括協議等をみる限り,米 国はますます自己中心的になってきて
いるように思えてならない。
3.ア ジ アの経済 統 合 と 日 ・米の 対応
日本は,マ ハティール構想が打出されてからとい うもの,米 国とASE-
AN側 の中に立ち,苦 しい立場におかれてきた。何 とか 日本をEAEC構
想の中に引込み,構 想の推進を図 りたいとするASEANと,こ れを阻止
したいと考える米国との間で,APECの ほ うにぽか り顔を向けていると,
それでもアジアの一員なのかとASEANか ら非難 され,反 対に,ASEAN
側の構想に肩入れすると,今 度は米国から,日 本は再びアジアの盟主にな
るつ もりなのかと疑われた。正に板挾みの中にあった。しかしその後の経
過をみると,ど ちらか と云えば,日 本は米国寄 りの外交を展開しているよ
うに思われる。92年 のAPEC第3回 会議(ソ ウル)で,日 本は,APEC
の発展 こそが環太平洋地域 と世界のブロック化に歯止めをかけることにな
るとの考えを表明,ま た93年1月 に来日したアナン ・タイ国首相 との会談
で,当 時の宮沢首相がEA耳C構 想を余 り政治問題化せず,小 さな問題 と
して扱 う必要があると,日 本 の立場 を説 明 しているからである。 この,
APECを 重視す るという日本の外交姿勢はASEAN,米 国双方 の 外交攻
勢に対 し,そ のいずれにも肩入れ しないということを一応宣言したものと
受取ることができる。だが,こ れまで米国が 一貫して 日本に,EAEC構
想には乗 らないようにと求めてきていることを考え る と,日 本がAPEC
を重視すると表明した ことは,こ のような米国の要請を事実上受入れ,米
国寄 りの外交姿勢を表明したことにほかならない。
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ともあれ 日本はこれまで,世 界の自由貿易体制を守ることが日本と世界
の繁栄につながるとの立場から,APECに 対し5原 則なるものを示 して,
云わぽ米国とアジアの架け橋にならんと努力を重ねてきた。APEC5原 則
とは,(1)漸 進的な域内経済協力の推進,② 加盟各国の相互理解と共通認識
の形成,(3}ガ ットの補完強化たること,(4成 果の域外への均需,⑤ 域外地
域及び機関との意志疎通,の5項 目である(4)。これを見ると確かに八方美
人 と批判 もあろ う。世界経済 と,APEC及 びAPEC以 外の地域に対する
配慮が滲み出ている。というより,日 本はこれ以外途の採 りようがない と
い う内容のものである。けれ ども筆者個人としては,こ れでよいのではな
いか と考える。何故なら,こ の五原則を日本が主張することは,あ る意味
で,APECで 主導権を握ろ うとしている米国に歯止めをかけることに も
なるし,NIESやASEAN,ことにASEAN諸 国にとっても,充 分受入
れ られ る筈のものだからである。ASEAN諸 国を中心とするAPEC域 内
においては,産 業基盤や投資環境,人 材育成,環 境問題などの分野で共通
認識を深め,地 域協力を進める余地が未だ残されている。従って,将 来的
にはこうした課題を解決するために,APECが 実行機関に衣替え す る含
みを残 しながら,加 盟各国がそれぞれの分野で設定する目標に対し,実 施
を義務づけた りはせずに,努 力目標として協力してゆ くのが 日本の正 しい
域内協力の在 り方であるといえよう。先に,マ ハテ ィール構想は とりあえ
ず棚上げされ,そ れに代るものとしてAFTAが 創設された と述べたが,
実は,こ のAFTAと い う,日 本 とは一応切離された協力機構の発足でホ
ット胸を撫で降したのは日本であった。だが,中 ・長期的かつ戦略的に考
えれば,後 にふれ るように,米 国のAPECに おける影響力如何にもよる
が,日 本がアジアとの経済関係をいま以上に深めてゆくのは必定であ り,
それにそくした外交姿勢が必ず求められ る筈である。けれども日本は,先
に掲げたAPEC5原 則によって,EUやNAFTAとは違った アジアの
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特徴を活かした地域経済造 りと統合化に協力すべ きであろ う。
現在の地域経済統合化ないし地域主義化への動 きは既に述べたように,
世界経済のグローバル化の結果 として生 じたものである。そして,こ のグ
ローバル化がGATTを は じめとす る世界的規模での,あ るいは地域 レベ
ルでの自由化交渉によって促進されたことも事実である。世界的規模での
交渉では,関 税や非関税障壁の引下げ,撤 廃 といったかなり大枠での措置
しかとれないものが,経 済関係の緊密化した地域経済においては,そ の地
域独自の問題を地域内で解決するほ うが効果的である。経済関係がよ り密
接になれぽ,貿 易障壁の引下げや撤廃の必要ばか りでな く,製 品基準や環
境基準,安 全性,そ の他様々な制度や政策に関する具体的な問題が浮上 し
てくる。 これを解決するには地域で取組むほ うが有効であろう。EUは 最
初,EEC6ケ 国として発足 している。 もしこれが,始 めからもっと大き
な地域統合を 目指 していたとしたら,今 日のような統合ヨーロッパを出現
させえたであろうか。 ヨーロッパがある程度社会文化的共通基盤をもって
いた としても,も し無理をした経済統合であったなら今日のようなEC,
EUへ とは発展してこなかったであろう。 このヨーロッパをしてそ うであ
るから,発 展段階が異なり多様な文化的特 徴を もつ東アジアやASEAN
の場合は尚更である。従って,無 理のない自然な形でアジアの統合化が図
られるとすれぽそれは,大 体,東 アジアとASEAN及 び日本が核とな り,
発展にともないこれにインドシナの社会主義圏や中国,南 アジアが加:わる
とい うことになろ う。歴史や風土を異に し多様 な文化 に富むアジアは,
EUやNAFTAと は異なる,云 うなれば,柔 軟な統合がふさわ しいし,
また,望 ましい。統合組織もそのようなものでなければならない。ECの
ような単一通貨の発行や政治面での統合は各国の自由な主権を相当制限す
ることになるが,ア ジアにおいてそのような統合は不可能であるし,ま た
不要である。何処か経済力の強い国が主導権を握るとい うのも相応しくな
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い。EAEC構 想の背景には,日 本の経済的役割と中国の政治的役割が期
待されてお り,し かもそれは米国に対抗する意味があるのだと述べたが,
もし日本にその役割が期待されているというのならそれ は,EAECが 構
想するようなものではなく,む しろ,ア ジアがアジアー固 りとなって内向
きになるのを防ぎ,開 かれた地域経済を 目指すことにある。そしてそのた
めの協力を行なっていく必要があるということで あ る。EAECが 中国を
後盾に米国に対抗しようとい うのも非現実的である。確かに中国はアジア
地域で海軍力を中心に軍備増強を図っていると云われるが,中 国自身が改
革開放路線を進め,米 国や日本,東 アジアの国々との間で発展のための分
業関係や経済協力を必要としているときに,米 国とアジアで対峙すること
の意味は非常に小さいと考えられ る。冷戦の崩壊 と相対的な米国の経済力
が低下する中で,東 アジアやASEANは 独自の国造 りが 可能になった訳
であるが,し かし,未 だ現実には,米 国市場に相当程度依存している。米
国に特に目くじらをたてる必要はない筈である。市場原理に立脚した経済
協力や分業を進めることが,中 国の政治的意図や米国のこの地域へのコミ
ットを減 じることにつながるというべきである。
東アジアやASEANと の地域協力はAPECの 枠組 の中で行な うとい
うのが我が国の基本姿勢であるが,EAEC構 想が示 された ときこれに賛
成する見解もない訳ではなかった。 これまで述べてきた処と重なる部分も
あるがその論拠は次の ような ものである。すなわち,EAECは 貿易ブロ
ックを形成 しようとする国々の集ま りではなく,貿 易を中心とする経済関
係の緊密な国々のグループであって,貿 易の拡大に貢献しうること,関 税
以外の貿易障壁を除去するには,GATTよ りも地域的な取組みが 有効で
あること,英 国がECに 加盟 しても米 ・英が分断されなかったことから分
かるように,EAECが 成立 し日本が これ に参加しても日 ・米が経済関係
を失 うことはない。また,日 本の参加が過去の大東亜共栄圏のような政治
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的意図をもつ ものでないことは,日 本のこれ までの経済協力に対しアジア
地域から一定の評価を受けてきていることで明らか,と するものである。
確かにいずれの論拠 も首肯 しうるものである。これ まで述べてきたもの
と完全に合致するものもある。けれ ども問題は,こ うした主張が出てくる
背景についてである。大 きくは2つ あったように思われる。1つ は,80年
代末から90年代にかけて冷戦構造が崩壊する中で,世 界は新しい経済秩序
造 りに向けて模索中であったし,現 在もその最中にあるのであるが,こ の
行方についての見極めが未だ充分なされていないことである。我が国でも
対外政策を進めたうえで,冷 戦崩壊後の世界秩序の在 り方や日本の戦略,
ピジ ョンについて充分議論を尽 したとは云えない状況 であ る。いま一つ
は,背 景に,多 分に我が国がアジアの一員であるとい う意識,あ るいは,
いま東アジアやASEANに 台頭 しつつある 「アジア的価値」とか 「新ア
ジア主義」と呼ばれる,あ る種の民族主義があ り,そ れを欧米から成長の
驕 りと評されても仕方がないのでは とい う点である。 日本のアジア意識は
その裏に嫌米感があ り,ア ジア諸国のそれには,人 権問題や労働問題で西
欧スタンダー ドを押しつける米国に対する心情的な反発があ る。もちろ
ん,新 しい価値観やイデオロギーによって国内や人心を引締めるとい う意
味もある。だが,問 題は果してそれが本物か とい う点である。確かに,ア
ジアには経済成長の結果,社 会秩序の混乱や伝統文化の軽視 といった深刻
な問題に直面している国が一部出てきてお り,新 しい発展 と国造 りのため
に,成 長一本槍に代る新たな理念や価値観を必要 としている国が少なくな
い。 しかし,「 新アジア主義」や 「アジア的価値観」が国民の支持を受け
ているとは思われない。む しろ現状では,現 政権の正当化や延命に利用 さ
れているとい う面のほ うが強いようである。
議論を整理しよう。いま日本の為すべ きことは,米 国と協力して発足し
たばか りのAFTAを 育て上げることであ り,そ の努力を惜しまな:いとい
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うことである。AFTAが 発展,拡 大すれぽいま以上に日本や米国か ら投
資を呼び込む ことができ,日 本やNIESか らの投資がNAFTAやEU
に向か うのではとい うASEAN側 の懸念を 払拭することができるからで
ある。いまひとつは,市 場開放 と内需の拡大を引続き進め,日 米経済関係
の改善に努めることである。またこれと並行して,東 アジア ・ASEANと
NAFTAと いう太平洋を隔てた地域の有機的な経済関係を,APECと い
う開かれた枠組の中で構築すべく努力す ることである。アジアと米国の間
で我が国がどのように主体的に関わっていくか,力 量が問われるというこ
とである。
次に米国の問題に移ろう。米国はEAEC,マ ハティール構想 に 終始反
対の姿勢をとり続けてきた(5)。米国からすれば,明 らかにそれは白人国家
を除外する差別主義であり,太 平洋を2分 す るものである。既にASEAN
や開かれた地域主義を謳 うAPECと い う組織があるのに何故 とい う疑問
もある。こうした疑問や批判に対 し東アジアは次のように応える。すなわ
層ち,EUやNAFTAの 結成にみられるように世界経済が地域主義的様相
を深める中で,東 アジアがいま以上に発展するためには,立 場を同じくす
る国々が結集してこうした動きに対抗 し,発 言力を強化する必要がある,
GATT交 渉の場でも東アジアの個hの 国hだ けでは何もできないと。 だ
から,日 本やNIESの 参加を得て統合を 強化しようとい うのが マハティ
ール構想であった。米国の,ASEANやAPECと いう組織があるのに何
故とい う疑問に対 しては,発 展段階からみて大体同レベルにあるメキシコ
がNAFTAに 加わったことで,日 本や米国の投資が メキシコに向かうか
もしれない,だ か らこうした可能性 な い し 危険性に対処す るた め に,
ASEANやAPEC,そしてEAECと,二 重三重の網の 目をかけてお く
必要があるという説明が可能であろう。
だが,米 国の本音はEAECそ のものができることにあるのではない。
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これはAFTAを 米国が支持していることからも明らかである。米国の真
のねらいは,EAECが 発足してこれに日本や韓国,こ とに 日本が乗 るこ
とを阻止することにある。それ故,米 国はこれまでEAEC構 想に反対し,
日本や韓国に,こ の構想に参加しないよう呼びかけてき た。 も しEAEC
が始動し日本がこれに加わることになると,ア ジアにおける経済的主導権
を日本が握るのは 目にみえている。そ うなると,経 済的利益の多 くが 日本
に帰し,米 国に回ってこな くなる。だから,と いうのが米 国の本音 であ
る。米国経済の再生とい う大 目標を掲げるここ2,3代 の大統領,こ とに
クリントン大統領にとり,ア ジアにおける米国の経済的利益が排除され る
ことは,NAFTA結 成では償えないほどの重大な事態であろ うし,大 西
洋の経済関係が既に逆転 していることを考慮すると米国にとっては致命的
でさえあ りうる。米国はアジアとの関係強化を米国経済再生の重要な柱 と
位置づけてお り,あ る場合は強硬であり,ま た,中 国に対する特恵供与再
開の決定にみられるように,あ る場合には柔軟に対応 しようとの姿勢をみ
せている。上にも述べた ように,EAEC構 想に比べれば全 く小型化 した
AFTAの 発足には賛成であった。EAEC構 想が棚上げされ 日本が これに
加わるとい う心配がなくなったのと,ASEANと の協力関係 の余地 を残
してお くためである。そ こには明らかに,表 面 上は 自由貿易 を謳いなが
ら,実 は国内経済建直しのために徹底的にアジアのダイナ ミズムの活用 し
よう,し か し,日 本は邪魔だ とい う態度が見えか くれする。かつて米国通
商政策の指導原理であった自由貿易は大きく変質した と見 るこ とがで き
る。けれ どもそのことは,米 国の通商政策のみならず,ア ジア太平洋の経
済関係と世界の経済秩序を考えるうえで非常に大事なことである。最後に
この点を検討しよう。
米国は,1948年 のGATT成 立以来,そ の強化な擁護者であると同時に
自らの通商政策を,GATTを 中心に展開してきた。第2次 大戦後 の冷戦
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構造のもとで自由貿易を推進することは米国の利益であったし,ま た西側
同盟の盟主としてその結束を図るうえで,イ デオロギーとしても必要な政
策であった。過去の関税引下げ交渉と8回 目に当たるウルグァイ ・ラウン
ドの多角的貿易交渉 も米国(URは レーガン大統領)の 提唱により始め ら
れたものである。1981年 に発足した レーガン政権の経済政策は,レ ーガノ
ミックスとして周知のものであるが,そ の通商政策は伝統的な自由貿易主
義の立場を堅持するものであった。大統領の狙いは,当 時国内に台頭しつ
つあった保護貿易派を抑え,自 由貿易の拡大によって米国経済の再生を期
すことにあった。 このため,米 国が比較優位をもつ農業,サ ービス,ハ イ
テク,知 的所有権などの分野での討議をGATTに 付 し,同 時に,GATT
自体の機能強化をも狙お うとした。
だが,レ ーガー政権が2;期 日に入ると米国の自由貿易政策は大きく変化
する。1985年9月 の 「新通商政策」がそれである。この新通商政策は,.そ
れまで米国が基本としてきた多角的貿易交渉による自由化の推進に加え,
地域間,2国 間の貿易交渉をも併用 してい くとするものである。そして更
に第3の 途として,米 国が相手国に不公正な競争を認めたときには,報 復
を武器に一方的市場開放を迫ることができる余地を残しているとい う点で
ある。レーガン大統領がこのような新しい通商政策を打出した背景には,
当時,ウ ルグアイ ・ラウンド交渉に消極的であった国々を何 とか交渉の席
に着かせようとする一種の脅 しと,ウ ルグアイ ・ラウンド交渉における主
導権を政府が握 りたいという議会 との争いがあった。実際,レ ーガン,ブ
ッシュ政権はスーパー301条 やスペシャル301条 の発動をちらっかせながら
貿易交渉においてかな りの成果をあげている。
1993年 に登場 したクリントン政権は,同 年2月 の経済演説の中で米国が
自由貿易政策を堅持 していくこと,及 びウルグアイ ・ラウンドの早期妥結
を訴えている。 このようにクリントン政権 も,レ ーガン,ブ ッシュ両政権
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と同様に自由貿易を米国通商政策の重要な柱においているが,両 政権と異
なるのは,前 政権が多国間の交渉を中心に,こ れを補完するものとして2
国間交渉や報復措置の利用を考えていたのに対 し,ク リン トン政権では,
GATTも スーパー301条 も,そ してNAFTAもAPECも,米国の利益
となるものは何でも遠慮なく利用する,と い うように変ってきている点で
ある。ここに,明 らかに米国の通商政策の底流をなしてきた自由貿易原理
は変質した,否,米 国の経済利益の名のもとに後退したとみることができ
る。繰 り返しになるが,第2次 大戦後の冷戦のもとでは,西 側 自由主i義陣
営の安全保障 と経済的繁栄はそのまま米国の安全保障と経済の繁栄につな
がった。 しか し,ヨ ーロッパの復興が成 り,次 いで日本が,そ して今また
東アジアの成長センターが登場し,加 えて冷戦構造の崩壊による米国の政
治的軍事的役割の低下は,最 早,上 のような図式を保障するものでなくな
った。む しろ,米 国の相対的な経済力の低下は,同 質化する世界経済にあ
って対立を激化させる可能性すら存在する。けれども,そ うした事態が半
永久的に続 くとは考えられない。何故なら,世 界に幾つかの経済圏が生ま
れることによって米国の経済力のみならず,相 互に経済圏同士相対化 され
るからである。但し,そ の時,互 に内向きになるのではな く,相 互にオー
プンなシステムが用意されていなけれぽならない とい うことであ る。 も
し,い わゆる経済大国に役割があるとすれば,こ のオープンなシステムを
構築し維持してい くための努力である。開かれた経済統合なら市場経済は
これを充分その中に包摂 しうるし,機 能を発揮することができる。アジア
地域が21世 紀においてもダイナ ミズムを維持していくために特にこのこと
が重要であるという点は,改 めて説明を要しないであろう。
《注》
(1)ア ジア太平洋地域では,経 済のグローバル化と地域経済統合化の動きが同
時に進行してお り,地 域主義的な様相を深 めるEUとNAFTAの ケー スと
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は少し異なると考えるのが適切であろ う。
(2)古 川栄一氏は,貿 易グループを3つ のタイプに分ける。第1の タイプは,
戦前の英帝国特恵関税制度に代表 されるもので,域 内に関しては関税を引下
げ,又 は撤廃するのに対 し,域 外に就てはこれを引上げるというもの。第2
は,ECやNAFTAに み られるもので,域 内は引下げるが,域 外に対して
関税を引上げないというもの。第3は,グ ループ間 に 関税 や 非関税障壁 な
ど,差 別的な制度を設定す ることはせず,グ ループ内の貿易や経済交流促進
のために協議と協力を行な うとい うもので,OECDが これに当たるとい う。
古川氏は,第1の タイプのみをブロック(化)と 呼ぶべきであるとする。
古川栄一 「日米貿易交渉 ・2」(日 本関税協会 『貿易 と関税』平成4年2月
号)
(3)詳 しくは,1993年 版JETRO白 書r世:界 と日本の貿易』及び1994年9月
22日付 『日本経済新聞』を参照のこと。
(4)詳 しくは,㈲ 世界の動き社 『外交フォーラム』1994年1月 号参照のこと。
(5)ベ ーカー元 ・国務長官は,NAFTAは,経 済 ブロックの結成を目指す も
のではないこと,及 び米 ・加 ・墨の経済成長がアジアの貿易と投資にとり市
場の拡大を意味すること,太 平洋を越えた両地域のつなが りがむしろ強化さ
れると述べている。
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